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序文* 

 

水産委員会による声明 

 

水産委員会は 2000年から 2002年の作業計画で以下を目的とした「水産市場自由化調査」

に着手した。 

 

世界及び地域の水産物貿易フロー、争点、問題を探る調査。この調査には、水産物の貿

易と生産が現行の関税水準の引き下げと非関税障壁の変更からどのような影響を受ける

かの分析も含まれる。更に、投資制限、サービス・アクセス、漁業補助金の変更やその

他の関連要因の影響についても探求する。 

 

水産委員会はこれまでに OECD諸国における漁業分野の関税および非関税措置、関連の政

府からの財政移転、投資及びサービス措置のリスト作成、関税措置に関するデータベース

の整備、分析枠組みの構築を行っており、特定された 7種類の措置ごとに市場自由化の影

響を分析する大規模な作業をスタートさせている。 

 

調査のために構築された分析枠組みでは、市場自由化が貿易と資源の持続可能性にどの程

度の影響を及ぼすかを判断する上で、資源利用度と漁業管理体制が極めて重要であること

が強調されている。こうした関連性は、国際的な水産市場自由化論議で益々注目されるよ

うになっている。 

 

本調査は WTO（世界貿易機関）ドーハ・プロセスに関連している他、特に以下の漁業関

連問題に関する他の国際的討議の場における動きにもリンクしている。 

 

 FAO（国連食糧農業機関）の「漁獲能力管理に関する国際行動計画」および「IUU（違

法・無報告・無規制）漁業廃絶国際行動計画」 

 

 UNCLOS（国連海洋法条約）及び国連公海漁業協定に基づく関連の地域漁業管理協定

による行動 
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本調査は、水産委員会における水産市場自由化関連の様々な問題に関する包括的討議の成

果である。これまで行ってきた作業の重要性や他の国際的討議の場における動き（特にド

ーハ宣言を受けたWTO多角的貿易交渉の開始）のタイミングを考慮して、委員会はこの

成果の公表を決定した。作業を最終的にまとめ上げるにあたって、委員会は、声明、エグ

ゼクティブ・サマリー、調査によって明らかとなった重要なポイントに関する総合報告書

も採択した。水産委員会は 2002年 10月の第 90回会合で、作業の成果とそれを裏付ける

資料の公表を決定した。 

 

*この序文は、水産委員会の 2002年 10月の会合により声明として採択されたものである。 

 

エグゼクティブ・サマリー 

 

本調査は、OECD 水産委員会が 2000 年から 2002 年の作業計画の一環として行ったもの

であり、世界の水産物貿易と資源状況の動向を明らかにするとともに、OECD諸国により

水産物貿易に適用されている貿易・市場政策手段について概観している。さらに、水産市

場自由化の予想される影響について分析するとともに、市場自由化による貿易と資源への

影響についても論じている。 

 

水産物の国際貿易は、過去数十年間に大幅に増加している。開発途上国から水産物の主な

市場である OECD諸国への貿易フローは膨大な規模に達している。様々な水産物が取引さ

れているが、国際貿易の大部分を占めているのは底魚、マグロ、エビである。水産物には

天然物と養殖物があるが、多くの魚類は持続可能な最大漁獲高に達しているか、既にその

水準を超えてしまっているため、養殖物の相対的な比重が増している。 

 

OECD諸国によって適用されている関税率と関税の仕組みは複雑である。一般に、関税率

は比較的低率から高関税と見なされる率をはるかに超えている水準まで多岐にわたってい

る。特恵関税制度が幅広く利用されているが、一般関税率が更に引き下げられれば特恵関

税の価値は薄れる可能性がある。水産物貿易では、技術的な輸入義務量や衛生規制の他、

多くの非関税障壁が実施されている。政府からの財政移転は懸念材料となる可能性がある。
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業界が過剰能力を抱え込み、水産業の収益力低下につながる場合が多いからである。適切

な漁船管理制度を実施しなければ、こうした状況はさらに悪化するだろう。OECD諸国の

中で捕獲分野への自由な投資フローを認めている国はほとんど無い。 

 

通常、障壁の緩和は輸出業者と輸入業者の双方に利益をもたらす。しかし、漁業ではそう

ならない可能性がある。というのも、漁業管理制度と漁獲量によって市場への魚類供給量

が決定されるからである。従って、市場自由化を検討する際には、漁業特有の事情（漁業

管理の枠組み、漁獲量、輸出入の状況など）を考慮に入れて政策手段を分析することが重

要である。 

 

本調査の分析は、養殖、管理の対象外とされている共有漁業資源・公海漁業、二国間漁業

協定による漁業、低利用漁業、多種混獲漁業を、市場自由化による貿易と資源への影響が

特に懸念される分野として特定している。 

 

本調査は、水産業には更に市場自由化を進める余地があると結論している。特に、関税及

び非関税障壁、政府からの財政移転、サービス、投資についてはそうである。ただし、持

続可能性を損なわずに市場自由化の恩恵をフルに享受できるのは、適切な漁業管理制度を

実施している場合のみである。最大限の福利効果を上げるには、市場自由化と漁業管理の

改善に同時に取り組む政策を実施しなければならない。 

 

OECD諸国の漁業政策枠組みは様々であるので、その貿易と資源への影響は漁業や国によ

って大きく異なる。この点で、本調査は、市場自由化の予想される影響を更に掘り下げる

には多くの分野、特に政府からの財政移転、投資とサービス、IUU/FOC（違法・無報告・

無規制/便宜置籍漁船）漁業との関連について更に調査を進める必要があると強調している。 
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